
自由民主党行政改革推進本部幹事会勉強会における行政改革の

取組状況の説明について（全国知事会）

４月２０日（火）午後４時から開催された自由民主党行政改革推進本部

幹事会勉強会において、太田房江大阪府知事が出席し、別紙の資料に基づ

いて大阪府における行政改革の取組を説明され、地方公共団体における行

政改革の努力を訴えました。
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大大阪阪府府のの行行財財政政改改革革のの取取組組状状況況       

 
一般行政部門（警察・学校を除く） 

において平成１４年度から 

１０年間で３,０００人削減  

平成８年度からの削減数を 

含めると４,４００人の削減 

 

全国一スリムな組織 
 

 

    

          
 
 

 

一般行政部門（警察、学校を除く）
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３つの削減目標と５つの経営改善プラン 
 
３つの削減目標            ５つの経営改善プラン 

 

 

 
 

 

 

 

 

１ 79 法人を 10 年間で概ね半減 

 

２ 役員数（137 人）、職員数（4,770 人）

を 10 年間で概ね２０％削減 

 

３ 府からの補助金等（約２００億円）

を 3 年間で１０％削減  

出出出資資資法法法人人人数数数ののの半半半減減減等等等ととと経経経営営営改改改善善善  

 

21 世紀にふさわしい新たな自治体へ 

施策や組織、行政運営システム、職員の意識など、それまで

の「右肩上がりの時代」の府政を打ち破り、府政の全面的な構

造改革をすすめるため、平成 13 年 9 月に「大阪府行財政計

画（案）」を策定。 

取組をスピードアップ！⇒あらゆる分野において前倒し、さらなる改革を実施 

 

総合的な行政評価システムの構築 

スリムな組織づくり 

e-ふちょうの取組（総務サービスセンターの設置） 

負の遺産の整理 

出資法人改革 

大阪府

全国都道府県

 
◆ 歳出抑制 

約５，０８０億円

人件費の抑制、出資法人改革

や事業の見直しなど 

 歳入確保 
約３，８３０億円

課税・納税の取組や超過課税

の実施、財産処分など 

 

平成８～１６年度において

約９，０００億円の 
取組効果 

年間約１,０００億円の 
取組効果（H8～16） 
 
平成 16 年度 
一般会計当初予算 

３兆１，６３６億円 

スススピピピーーードドドあああるるる改改改革革革・・・新新新しししいいいシシシススステテテムムムづづづくくくりりり 

〔100〕

１ 経営目標の策定・経営評価の実施 

 

２ 積極的な民間活力の導入 

 

３ 民間人材の登用 

 

４ 経営実態に応じた給与体系の導入 

 

５ グループファイナンスの導入や人事交流

 

全国 1 位から 3 年間で一気に全国最低水準へ 

 

 

 
 
 

 
 

   

全国最低レベルの給与水準 

全全全国国国最最最低低低レレレベベベルルルののの給給給与与与水水水準準準   

◆2 年間の普通昇給ストップ  
⇒平成 11～12 年度・・・将来効果あり 

◆４年間特別昇給ストップ 
 ⇒平成 11～14 年度・・・将来効果あり 

◆人事委員会のプラス勧告に対
し、給与のマイナス改定等 

⇒平成 14 年度、平成 15 年度 

◆退職手当制度の見直し 
⇒平成 15 年度 
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問合せ・相談 

各職員 
制度部門（府組織）

 
コールセンター部門 

経営管理部門 

システム運用保守部門

総務サービスセンター 

フロントオフィス（民間事業者） バックオフィス（府組織）

○人事関係事務・ 
○給与関係事務・ 
○福利厚生事務・ 
○財務会計事務・ 
○物品調達事務・ 

申請・決裁

 
 
 
学校総務サービス課 

 

教職員室

 

出納室

連携 

総務サービス課 
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職
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職員個人

地共済 

互助会 

 
総務サービス
センター 

総務関係３事務（人事・給与・福利厚生、財務会計、物品調達）の業務改革 
：平成１４年 9 月に開発着手、本年 4 月に稼動 

２．業務の改革例（各種職員手当等の申請） 

１．事業の特徴

３．総務サービスセンターの構成 

各
課
の
総
務
担
当 

総務サービスセンター事業の概要 

人事室 

地共済

互助会 

システム開発から運営までを

含めたコストの管理 

 

（７年間の業務委託） 

ＩＴ化により内部管理事務を 

スリム化 

  

（総務事務担当職員の削減） 

本庁・出先及び府立の高等学校

職員を対象 

 

（職員約３万人） 

民間活力による運営の効率化

 

（コールセンター部門等のア

ウトソーシング） 

コールセンター 

からの引継ぎ回答

 

各種申請の認定 

物品の一括調達

問合せ

中間経由事務に関わる総務事務担当職員 

を約４００人削減 


